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平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

計 5,737 100.0
 産業用機械器具 3,782 65.9

産業機械 842 14.7
工作機械 X X 
土木・建設機械 2,075 36.2
医療用機器 X X 
商業用機械・設備 - - 
通信機器 59 1.0
サービス業用機械・設備 275 4.8
その他の産業用機械・設備 39 0.7

 事務用機械器具 1,198 20.9
電子計算機・同関連機器 304 5.3
事務用機器 894 15.6

 自動車 376 6.6
 スポーツ・娯楽用品 52 0.9
 その他の物品 330 5.8 　※「その他の物件」は、産業用機械器具の「X」の数値の合計です。

表３　各種物品賃貸業のレンタルの物件別年間売上高

区　　　分

産業機械

14.7%
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平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

計 160,996 100.0
 産業用機械器具 73,836 45.9

産業機械 13,384 8.3
工作機械 5,977 3.7
土木・建設機械 7,985 5.0
医療用機器 10,975 6.8
商業用機械・設備 13,717 8.5
通信機器 8,050 5.0
サービス業用機械・設備 9,795 6.1
その他の産業用機械・設備 3,952 2.5

 事務用機械器具 61,830 38.4
電子計算機・同関連機器 49,820 30.9
事務用機器 12,011 7.5

 自動車 13,429 8.3
 スポーツ・娯楽用品 - - 
 その他の物品 11,900 7.4

区　　　分

表４　各種物品賃貸業のリースの物件別年間契約高
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（３）レンタル年間売上高 

   平成 21 年のレンタル年間売上高は 57 億 3,700 万円となりました。 

 【物件別】 

    レンタル年間売上高を物件別にみると、｢土木･建設機械｣が 20 億 7,500 万円(構成比 36.2％)と

全体の 4割弱を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）リース年間契約高 
   平成 21 年のリース年間契約高は 1,609 億 9,600 万円となりました。 

  【物件別】 

    リース年間契約高を物件別にみると、構成比の最も大きな｢電子計算機･同関連機器｣が 498 億

2,000 万円(構成比 30.9％)と全体の 3割強を占めています。  
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21 年は標本

して下さい。
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表７　各種物品賃貸業のレンタルの契約先産業別年間売上高

　　(事業従事者５人以上の部)

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

5,579 100.0
建設業 3,619 64.9
製造業 322 5.8
電気･ガス･熱供給･水道業 28 0.5
情報通信業 33 0.6
運輸業,郵便業 7 0.1
卸売業,小売業 113 2.0
金融業,保険業 5 0.1
不動産業,物品賃貸業(同業者を除く) 66 1.2
学術研究,専門･技術サービス業 - - 
宿泊業,飲食サービス業 50 0.9
生活関連サービス業,娯楽業 12 0.2
教育,学習支援業 - - 
サービス業 576 10.3
公務 8 0.1
同業者 257 4.6
その他 483 8.7

計
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サービス業
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4.6%

その他
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表８　各種物品賃貸業のリースの契約先産業別年間契約高

　　(事業従事者５人以上の部)

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

151,027 100.0
建設業 4,979 3.3
製造業 20,973 13.9
電気･ガス･熱供給･水道業 2,916 1.9
情報通信業 6,097 4.0
運輸業,郵便業 9,093 6.0
卸売業,小売業 25,722 17.0
金融業,保険業 5,436 3.6
不動産業,物品賃貸業(同業者を除く) 3,974 2.6
学術研究,専門･技術サービス業 3,717 2.5
宿泊業,飲食サービス業 3,268 2.2
生活関連サービス業,娯楽業 2,387 1.6
教育,学習支援業 1,355 0.9
サービス業 34,215 22.7
公務 7,548 5.0
同業者 3,111 2.1
その他 16,237 10.8

区　　　分

計
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5.0%
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2.1% その他

10.8%

構成比

（６）レンタル年間売上高 (主業・事業従事者５人以上の部) 
   事業従事者 5人以上の部において、平成 21 年のレンタル年間売上高は 55 億 7,900 万円となりま

した。 

【契約先産業別】(事業従事者５人以上の部) 

    レンタル年間売上高を契約先産業別にみると、構成比の最も大きな｢建設業」が 36 億 1,900 万

円(構成比 64.9％) と全体の 6割半を占めています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（７）リース年間契約高 (主業・事業従事者５人以上の部) 
   事業従事者 5 人以上の部において、平成 21 年の年間契約高は 1,510 億 2,700 万円となりました。 

【契約先産業別】(事業従事者５人以上の部) 

    リース年間契約高を契約先産業別にみると、構成比の最も大きな｢サービス業」が 342 億 1，500

万円(構成比 22.7％)となっています。 
 
  


